
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 2¶987¶083¶561円 2¶987¶083¶561円 0円

]未収入金 61¶893円 61¶893円 0円

^未払金 （709¶816¶848円) （709¶816¶848円) （0円)

_短期リース債務 （33¶397¶007円) （33¶397¶007円) （0円)

`長期リース債務 （59¶099¶106円) （57¶000¶379円) （�2¶098¶727円)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

貸 借 対 照 表
平成24年３月31日

その他の勘定
（単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部
Ò 流動資産 Ò 流動負債

現金及び預金 3¶152¶934¶888 未払金 642¶409¶167

未収入金 20¶533 未払費用 65¶341¶595

損 益 計 算 書
平成23年４月１日～平成24年３月31日

その他の勘定
（単位：円）

科 目 金 額

Ò 経常費用
１．業務費

給与手当 735¶712¶223

法定福利費 61¶430¶765

退職給付費用 25¶319¶515

未成検査支出金 707¶817¶158 短期リース債務 3¶833¶003

前払費用 2¶081¶303 前受金 2¶102¶216¶250

未収収益 103¶368 預り金 3¶589¶779

流動資産合計 3¶862¶957¶250 流動負債合計 2¶817¶389¶794

Ó 固定資産 Ó 固定負債
１．有形固定資産 資産見返負債
建物 24¶003¶969 資産見返運営費交付

金
372¶684¶508

減価償却累計額 � 722¶218
資産見返物品受贈額 12¶412¶240

23¶281¶751
385¶096¶748車両運搬具 35¶280¶580

長期リース債務 8¶595¶812減価償却累計額 � 33¶516¶542
退職給付引当金 87¶156¶713

1¶764¶038
固定負債合計 480¶849¶273工具器具備品 681¶743¶699

負債合計 3¶298¶239¶067減価償却累計額 � 176¶656¶771

純資産の部
505¶086¶928

Ò 資本金 0
有形固定資産合計 530¶132¶717 Ó 資本剰余金

２．無形固定資産 資本剰余金 16¶416¶000
ソフトウエア 32¶085¶801 損益外減損損失累計額 � 16¶415¶826
電話加入権 174

資本剰余金合計 174
無形固定資産合計 32¶085¶975 Ô 利益剰余金

３．投資その他の資産 前中期目標期間繰越積
立金

46¶676¶663
敷金・保証金 64¶761¶836

積立金 737¶205¶182
投資その他の資産合
計

64¶761¶836
当期未処分利益 407¶816¶692

固定資産合計 626¶980¶528
（うち当期総利益） (407¶816¶692)

利益剰余金合計 1¶191¶698¶537

純資産合計 1¶191¶698¶711

資 産 合 計 4¶489¶937¶778 負 債 純 資 産 合 計 4¶489¶937¶778
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［金融商品に関する事項]

１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金に限定しており、株式等は保有しておりません。
当法人は、資金調達については運営費交付金によっております。
財政融資金及び金融機関からの借入及び財投機関債の発行による資金の調達は行っておりませ
ん。

（注１） 金融商品の時価に関する算定方法
\現金及び預金、]未収入金、^未払金、_短期リース債務
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

`長期リース債務
長期リース債務の時価については、元利金の期末残高を同様の新規リースを行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２） 敷金・保証金については、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること
などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金額を記載しており
ません。

［資産除去債務関係]

当法人は、本部事務所（東京都港区）の賃貸借契約書に基づき、事務所の退去時における原状回復
に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本部事
務所を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、
当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
［重要な後発事象]

該当事項はありません。
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